
２．事業費
（１）歳出

（２）歳入

３．成果指標

           施策評価シート 年度

１．基本情報
ま ち づ く り 目 標 健やかな暮らしを守り支え合うまち

施 策 子育てしやすいまちづくり
基 本 施 策 子どもの健やかな発育の支援

取り組み事項　 多様な保育サービスの充実を図る

め ざ す 暮 ら し の 姿

基 本 方 針

施 策 の 方 針

単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
正規職員数 2.14 2.7 2.45 2.14 2.93 0.22
会計年度任用職員数 0.45 0.45 0.45 0.45 0.4 0.0
人件費計 15,156,924 21,313,770 16,569,544 15,847,802 22,018,469 1,588,705

事業費計 676,903,143 705,031,525 703,966,623 752,351,618 879,821,000 6,960,000

フルコスト 692,060,067 726,345,295 720,536,167 768,199,420 901,839,469 8,548,705

単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
国庫支出金 248,757,760 246,180,000 235,371,000 257,071,000 267,890,000 0
県支出金 130,168,431 116,910,000 114,684,000 117,179,000 123,974,000 0
市債 7,500,000 0
その他 93,930,000 46,608,000 37,583,000 39,853,000 37,211,000 0

一般財源１ 219,203,876 316,647,295 332,898,167 346,596,420 472,764,469 8,548,705

一般財源２ 204,046,952 295,333,525 316,328,623 330,748,618 450,746,000 6,960,000

（１）成果指標

指標名 待機児童者数
単位 人

指標数値のめざす方向 増加
年度 R3 R4 R5 R6 R7 R8

単年度目標値 0 0 0 0 0 0
単年度実績値 7 6 11
単年度達成率 - - - - - -

（２）施策成果指標の結果に対する所見

成果指標 待機児童者数
前年度との比較

6

主 管 部 局 健康福祉部　子育て元気課 関 連 部 局

子どもの健やかな発育の支援

保護者が不安なく子育てと仕事を両立できるよう、安心して子どもを預けられるサービスの充実を図るとともに、地域とと
もに子育てする実感が得られるよう、様々な子育て支援を充実させる。

事をしながら子育て中の保護者が安心して働けるよう、また、子どもが安全に過ごせるよう、保護者のニーズの把握に努
め、多様なサービスを実施する。

特
定
財
源

所見



構成事務事業の事後総合評価
事務事業担当者の評価 上位責任者の評価

担当者所見 方向性及び所見

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

事務事業名 総合評価

引き続き実施していくことで、対象となる世帯の経済的負担
の軽減を図る。

対象となる世帯の経済的負担の軽減を図ることにより、保護
者が不安なく子育てと仕事を両立することにつなげることが
できる。

引き続き事業を実施することで、保育士確保を推進し、待機
児童解消を目指していく。公立保育所の保育士不足は深刻
であるため、新たな保育士確保対策も合わせて検討してい
く。

保護者が安心して働けるよう事業の周知を徹底することで、
保育士確保を推進し、待機児童解消を目指していく。

保育料無償化の対象とならない副食費部分を補助すること
で、効果的な補助を実施できている。

子育て世帯の経済的負担の軽減を図ることにより、保護者が
不安なく子育てと仕事を両立することにつなげることができ
る。

利用者負担額
補助事業 A

保育士等就業
支援事業 A

副食費補助事
業 A



評価対象外の構成事務事業一覧
事務事業名

保育所管理運営委託事業

保育所等運営事業

特別保育補助事業

保育所施設整備事業

施策の事後総合評価
(1)施策成果指標
施策成果指標 単年度目標達成率 前年度との比較 最終目標値に対する達成率
待機児童者数

新たに勤務し始めた常勤保育士数

単年度目標平均達成率（ａ） 達成度　（（ａ）による自動判定）達成状況
0% 低 Ｃ：努力を要する
達成状況の原因分析、説明等

(2)施策の事後総合評価

いいえ

ある

施策の総合評価 Ｃ：課題があり、対策する必要がある

【総合評価】施策成果指標
保育士確保対策について、新たに勤務する保育士確保にはつながるものの退職者も多く、待機児童解
消には至っていない。

当初方針の通りに進んだか

保護者の経済的負担軽減のための事業については概ね方針の通り実施ができたが、保育
士確保対策については新たに勤務する保育士確保にはつながるものの退職者も多く、待機
児童解消には至っていない。

構成事務事業に課題はな
いか

保育士確保対策事業については課題がある。

今年度の成果等

保育所等において年間延べ　人の保育を行った。
また、延長保育や一時預かり事業、病後児保育事業などを実施し、多様化する保護者の
ニーズに対応した保育サービスの充実に努めた。

第三者評価委員会意見

また、保育士確保対策として、保育士等就業支援事業及び保育士等賃貸住宅賃借料等補
助事業を実施し、新たに保育士として就業を開始した者に一時金として２件、２０万円の交付
を、賃貸借住宅賃借料等補助金として１件、１２万円の補助を行った。  

施策の方針に対する実
績、指標の達成状況の分
析、今後の課題・方向性

保育士確保や保護者の経済的負担軽減のため、引き続き適切に事業を実施していく。



２．事業費
（１）歳出

（２）歳入

３．成果指標

           施策評価シート 年度

１．基本情報
ま ち づ く り 目 標 健やかな暮らしを守り支え合うまち

施 策 子育てしやすいまちづくり
基 本 施 策 子どもの健やかな発育の支援

取り組み事項　 子育て支援サービスを充実する

め ざ す 暮 ら し の 姿

基 本 方 針

施 策 の 方 針

単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
正規職員数 1.84 1.3 1.92 2.53 2.24 0.47
会計年度任用職員数 2.88 2.88 2.88 3.03 3.05 1.03
人件費計 16,542,921 14,163,101 16,771,448 23,507,111 22,731,935 5,608,055

事業費計 937,489,850 513,065,078 490,570,915 509,728,157 659,585,000 1,350,000

フルコスト 954,032,771 527,228,179 507,342,363 533,235,268 682,316,935 6,958,055

単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
国庫支出金 304,320,751 321,240,000 308,205,000 339,034,000 490,342,000 187,000
県支出金 61,945,332 60,032,000 56,837,000 54,314,000 52,817,000 187,000
市債 0
その他 0

一般財源１ 587,766,688 145,956,179 142,300,363 139,887,268 139,157,935 6,584,055

一般財源２ 571,223,767 131,793,078 125,528,915 116,380,157 116,426,000 976,000

（１）成果指標

指標名 地域子育て支援拠点の年間利用者数
単位 人

指標数値のめざす方向 増加
年度 R3 R4 R5 R6 R7 R8

単年度目標値 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000
単年度実績値 11,775 13,676 12,066 12,223
単年度達成率 78.5% 91.17% 80.44% 81.48% - -

（２）施策成果指標の結果に対する所見

成果指標 地域子育て支援拠点の年間利用者数
前年度との比較 ↑：向上

6

主 管 部 局 健康福祉部　子育て元気課 関 連 部 局

子どもの健やかな発育の支援

保護者が不安なく子育てと仕事を両立できるよう、安心して子どもを預けられるサービスの充実を図るとともに、地域とと
もに、子育てする実感が得られるよう、様々な子育て支援を充実させる。

子育て中の保護者が、悩みを共有したり気軽に相談したりできる子育ての仲間をつくり、心理的な負担が軽減されるよう
拠点を整備し、全ての家庭が必要な支援を受けられるようサービスの充実を図るとともに閉じこもりがちな保護者への働
きかけを行う。また、様々な子育てサービスの情報を提供する体制の充実を図る。

特
定
財
源

所見

新型コロナウイルス感染症の影響も軽減し、地域住民との交流を交えた行事も行えるようになり、利用
者数が増加している。また、保護者からの子育てに関する相談も多く、地域の子育て拠点として重要な
役割を果たしている。



構成事務事業の事後総合評価
事務事業担当者の評価 上位責任者の評価

担当者所見 方向性及び所見

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

Ｃ：改善・見直しの上で継続 Ｅ：廃止

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

Ｅ：廃止 Ｅ：廃止

Ｅ：廃止 Ｅ：廃止

事務事業名 総合評価

引き続き事業を継続していくことで、子育て世帯の保護者の
仲間作りや情報交換ができる場所等の子育て関連情報を提
供でき、子育て支援を促進する。

子育て家庭の支援を図るため、引き続き適切に子育て関連
の情報提供等を実施していく。

引き続き事業を継続していくことで、今後も子育て学習セン
ターが地域子育て支援拠点として親子の交流促進の場とな
り、子育て家庭の育児に関する不安解消を図る場所として定
着し、子育て支援を促進する。

地域の子育て支援拠点として、市の中心的な役割を果たして
おり、引き続き現在の体制を維持して実施していく。

要保護・準要保護世帯の児童が安心して修学旅行に参加で
きる環境を整えるため、現在の支給額等を維持し、引き続き
支援を実施していく。

適切に対象者に支給ができており、引き続き現在の体制を
維持して実施していく。

市が管理する都市公園において、改築・更新が進んでいるこ
とから、本事業の必要性を再検討する必要があると考える。
自治会等の管理する公園もあることから制度の周知を行い、
子育て家庭の身近な子どもの遊び場を確保するため、引き
続き実施していく。

令和３年度に相生市公園施設長寿命化計画が策定され、現
在、市が管理する都市公園において、安全対策を図りながら
改築・更新が進んでおり、遊具をはじめ公園施設機能を保全
し、計画的な長寿命化対策を図り、ライフサイクルコストの削
減を図っている。当該計画の推進により本事業の子育て家
庭の健全な遊び場や安全な遊具を提供するという目的が果
たされていることから本事業を廃止した。

引き続き事業を継続していくことで、子育て世帯の仕事と育
児を両立できる環境の整備や地域に支援者を増やし、保護
者及び児童の福祉の増進を図る。

仕事と育児を両立できる環境の整備や地域の子育て支援を
行い、引き続き保護者等や児童の福祉の増進を図る。

子育て家庭への支援にさらにつなげていくため事業の在り方
を検討した結果、令和６年度で応援券を廃止

より子育て家庭の支援につながる事業にするため、令和７年
度より妊婦のための支援給付金として支給し、おむつ等の育
児用品にも使用できるように本事業を廃止した。

子育て家庭の支援をさらにつなげる事業とするため、妊婦の
ための給付金へ上乗せする方式に見直し

より子育て家庭の支援につながる事業にするため、令和７年
度より妊婦のための支援給付金として支給し、おむつ等の育
児用品にも使用できるように本事業を廃止した。

子育て情報提
供事業 B

子育て学習活
動推進事業 A

修学旅行援助
事業 A

子供の遊び場
等設置補助事
業

B

ファミリーサ
ポートセンター
事業

B

子育て応援券
交付事業 B

出産祝金支給
事業 A



評価対象外の構成事務事業一覧
事務事業名

社会福祉協議会活動事業（子育て）

児童手当等支給事業

子ども・子育て支援事業

児童福祉総務費事務経費

児童手当等支給事務事業

施策の事後総合評価
(1)施策成果指標
施策成果指標 単年度目標達成率 前年度との比較 最終目標値に対する達成率
地域子育て支援拠点の年間利用者数81.48% ↑：向上 81.48%

まちの子育て広場利用者数 85.95% ↓：低下 85.95%

単年度目標平均達成率（ａ） 達成度　（（ａ）による自動判定）達成状況
83.71% 中 Ｂ：おおむね順調
達成状況の原因分析、説明等

(2)施策の事後総合評価

はい

ない

施策の総合評価 Ｂ：おおむね順調に進捗している

【総合評価】施策成果指標
子育て家庭の保護者からの相談は多く、来年度以降も引き続き体制を維持し、事業を実施していく。

当初方針の通りに進んだか

構成事務事業に課題はな
いか

子育てに関する情報提供や地域の子育て支援拠点としての役割等、子育て家庭の保護者
に対するより利用しやすいサービスへ展開出来ている。

今年度の成果等

子育て学習センターの利用者数は延べ12,223人、まちの子育てひろば（７箇所）の利用者数
は延べ3,438人となっており、地域の子育て支援拠点として、子育て家庭の保護者に対して、
子育て講座等の開催や自主グループ活動への支援を行うことにより、子育て家庭の心理的
負担の軽減に努めた。また、子育て応援券は利用率の向上を図るため、市の公式LINE等で
利用を促し、出産祝金を支給することで、出産に係る費用負担の軽減を図った。

第三者評価委員会意見

施策の方針に対する実
績、指標の達成状況の分
析、今後の課題・方向性

各種事業において、子育て中の保護者の交流の場となり、家庭や地域の子育て力の向上に
つながる重要な事業となっているため、引き続き実施していく。



                 事務事業評価シート 年度

１．基本情報
事業番号 030302010004 事務事業名 利用者負担額補助事業

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 多様な保育サービスの充実を図る

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 令和2年度 終了年度 なし

事務事業類型 ソフト事業

条例・規則・要綱

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
正規職員数 0.09 0.13 0.12 0.17 0.33 0.0
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
人件費計 610,790 994,484 778,549 1,190,659 2,383,057 0

事業費計 2,467,400 2,773,800 2,853,100 3,148,700 3,120,000 0

フルコスト 3,078,190 3,768,284 3,631,649 4,339,359 5,503,057 0

（２）歳入 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
国庫支出金 0 0 0 0 0 0
県支出金 1,917,800 1,920,000 2,257,000 1,920,000 1,920,000 0
市債 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0

フルコスト－特定財源 1,160,390 1,848,284 1,374,649 2,419,359 3,583,057 0
事業費計－特定財源 549,600 853,800 596,100 1,228,700 1,200,000 0

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】申請率
単位 ％

指標数値のめざす方向 維持
年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

単年度計画値 100 100
単年度実績値 100 100 100 100

前年比 - 100% 100% 100% - -

単年度達成率 - - - - - -

6

実施の概要 保育所、認定こども園等に在籍する児童に係る利用者負担額（保育料）を助成する。

対象 保育所、認定こども園等を利用している児童を養育する保護者

目的 子育てにかかる経済的負担の軽減を図ることを目的とする。

関連計画

根拠法令 相生市利用者負担額補助事業実施要綱
ひょうご保育料軽減事業実施要綱

特
定
財
源



（２）コスト指標

指標名１ 支給対象者１件あたりのフルコスト
単位 円／件

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
単年度計画値

単年度実績値 109,935

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

(2) 総合評価

総合評価

(3)方向性評価(担当者)

(4) 方向性評価(施策担当者)

妥当性
B：比較的妥当

である
対象者の経済的負担を軽減できている。 なし

有効性
B：比較的有効

である
対象者の生活の質の向上を図ることができる。 なし

効率性
B：比較的効率

的である
対象者を抽出し、漏れなく申請勧奨できている。 なし

改革・改善プラ
ン達成度

B：比較的改革
改善効果がある

対象者全員から申請を受理できている。 なし

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

市のホームページや市内保育施設で周知することで、適切に事業を
実施している。

なし

A

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見 引き続き実施していくことで、対象となる世帯の経済的負担の軽減を図る。

休止・廃止となったときの
影響

廃止となった場合、対象となる世帯の経済的負担が増加する。

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見
対象となる世帯の経済的負担の軽減を図ることにより、保護者が不安なく子育てと仕事を両立
することにつなげることができる。



                 事務事業評価シート 年度

１．基本情報
事業番号 030302010005 事務事業名 保育士等就業支援事業

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 多様な保育サービスの充実を図る

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 令和2年度 終了年度 なし

事務事業類型 ソフト事業

条例・規則・要綱

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
正規職員数 0.05 0.03 0.04 0.04 0.02 0.0
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
人件費計 339,327 229,496 259,516 280,155 144,427 0

事業費計 300,000 500,000 820,000 320,000 1,360,000 0

フルコスト 639,327 729,496 1,079,516 600,155 1,504,427 0

（２）歳入 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
国庫支出金 0 0 0 0 0 0
県支出金 0 0 0 0 0 0
市債 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0

フルコスト－特定財源 639,327 729,496 1,079,516 600,155 1,504,427 0
事業費計－特定財源 300,000 500,000 820,000 320,000 1,360,000 0

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】新たに勤務し始めた常勤保育士数
単位 人

指標数値のめざす方向 増加
年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

単年度計画値 5 5 5
単年度実績値 3 5 7 2

前年比 - 166.66% 140% 28.57% - -

単年度達成率 - - - 40% - -

6

実施の概要
保育業務に専従する者として市内の保育所、認定こども園、家庭的保育事業所、小規模保育事業所に
保育士として新たに勤務する者に一時金を交付する。

対象 市内の保育所等に直接雇用され、保育業務に専従する保育士として新たに勤務を開始した者等

目的 保育士等の市内保育所等への就職を促進し、保育の提供に携わる人材の確保を図る。

関連計画 第２期子ども・子育て支援事業計画

根拠法令
相生市保育士等就業支援事業実施要綱

特
定
財
源



（２）コスト指標

指標名１ 新たに勤務し始めた常勤保育士数１人あたりのフルコスト
単位 円／人

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
単年度計画値 120,031 300,885.4 0

単年度実績値 213,109 145,899.2 154,216.5714 300,077.5

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

(2) 総合評価

総合評価

(3)方向性評価(担当者)

(4) 方向性評価(施策担当者)

妥当性
B：比較的妥当

である

現在、本市で発生している待機児童の主な原因は保育士不足によ
るものである。保育士を新たに確保することで待機児童解消を見込
むことができる。

なし

有効性
B：比較的有効

である

現在、本市で発生している待機児童の主な原因は保育士不足によ
るものである。保育士を新たに確保することで待機児童解消を見込
むことができる。

なし

効率性
B：比較的効率

的である

対象者に対し、適切に一時金の交付をできている。

なし

改革・改善プラ
ン達成度

B：比較的改革
改善効果がある

保育士を新たに確保することで待機児童解消を見込むことができ
る。公立保育所の保育士不足は深刻であるため、新たな保育士確
保対策を検討していく。

あり

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る
事業者を通じ、適切に情報提供等に努めている。 なし

A

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見
引き続き事業を実施することで、保育士確保を推進し、待機児童解消を目指していく。公立保
育所の保育士不足は深刻であるため、新たな保育士確保対策も合わせて検討していく。

休止・廃止となったときの
影響

新たな保育士確保に支障をきたすおそれがある。

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見
保護者が安心して働けるよう事業の周知を徹底することで、保育士確保を推進し、待機児童解
消を目指していく。



                 事務事業評価シート 年度

１．基本情報
事業番号 030302010007 事務事業名 副食費補助事業

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 多様な保育サービスの充実を図る

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 令和元年度 終了年度 なし

事務事業類型 ソフト事業

条例・規則・要綱

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
正規職員数 0.1 0.12 0.12 0.17 0.22 0.22
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
人件費計 678,655 917,985 778,549 1,190,659 1,588,705 1,588,705

事業費計 6,924,000 7,864,800 6,813,890 5,998,540 6,960,000 6,960,000

フルコスト 7,602,655 8,782,785 7,592,439 7,189,199 8,548,705 8,548,705

（２）歳入 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
国庫支出金 0 1,350,000 0 0 0 0
県支出金 0 0 0 0 0 0
市債 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0

フルコスト－特定財源 7,602,655 7,432,785 7,592,439 7,189,199 8,548,705 8,548,705
事業費計－特定財源 6,924,000 6,514,800 6,813,890 5,998,540 6,960,000 6,960,000

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】申請率
単位 ％

指標数値のめざす方向 維持
年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

単年度計画値 100 100
単年度実績値 100 100 100 100

前年比 - 100% 100% 100% - -

単年度達成率 - - - - - -

6

実施の概要 保育所、認定こども園等に在籍する３歳以上の児童に係る副食費を月額２，０００円を限度に助成する。

対象 保育所、認定こども園等に在籍する３歳以上の児童を養育する保護者

目的 保護者の経済的負担軽減を図ることを目的とする。

関連計画

根拠法令
相生市副食費補助事業実施要綱

特
定
財
源



（２）コスト指標

指標名１ 対象者１人あたりのフルコスト
単位 円／人

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
単年度計画値 85,487.05 85,487.05

単年度実績値 76,026.55 87,827.85 75,924.39 71,891.99

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

(2) 総合評価

総合評価

(3)方向性評価(担当者)

(4) 方向性評価(施策担当者)

妥当性
B：比較的妥当

である
保護者の経済的負担の軽減につながり、生活の質の向上を図ること
ができる。

なし

有効性
B：比較的有効

である
収入により副食費が免除される者を除き、すべての世帯が対象とな
り有効である。

なし

効率性
B：比較的効率

的である
保育施設による代理受領により、現物支給を行うことで、保護者に対
する利便性を向上している。

なし

改革・改善プラ
ン達成度

B：比較的改革
改善効果がある

保護者の経済的負担軽減につながり、生活の質の向上を図ることが
できている。

なし

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る
保育施設等を通して申請勧奨を行い、適切に実施できている。 なし

A

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見
保育料無償化の対象とならない副食費部分を補助することで、効果的な補助を実施できてい
る。

休止・廃止となったときの
影響

廃止となった場合、対象となる世帯の経済的負担が増加する。

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見
子育て世帯の経済的負担の軽減を図ることにより、保護者が不安なく子育てと仕事を両立する
ことにつなげることができる。



                 事務事業評価シート 年度

１．基本情報
事業番号 030302020001 事務事業名 子育て情報提供事業

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 子育て支援サービスを充実する

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 終了年度 なし

事務事業類型 ソフト事業

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
正規職員数 0.18 0.1 0.12 0.08 0.18 0.18
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
人件費計 1,221,580 764,987 778,549 560,310 1,299,849 1,299,849

事業費計 360,612 377,784 396,951 496,514 397,000 397,000

フルコスト 1,582,192 1,142,771 1,175,500 1,056,824 1,696,849 1,696,849

（２）歳入 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
国庫支出金 0 0 0 0 0 0
県支出金 0 0 0 0 0 0
市債 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0

フルコスト－特定財源 1,582,192 1,142,771 1,175,500 1,056,824 1,696,849 1,696,849
事業費計－特定財源 360,612 377,784 396,951 496,514 397,000 397,000

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】参加人数
単位 人

指標数値のめざす方向 維持
年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

単年度計画値 8,000 8,000 8,000
単年度実績値 8,010 8,773 7,377 7,629

前年比 - 109.52% 84.08% 103.41% - -

単年度達成率 - - - 95.36% - -

6

実施の概要
子育て支援を推進するため、子育て中の保護者などに仲間づくりや情報交換ができる地域子育て支援
拠点のイベント情報等、子育て関連情報を提供する。

対象 子育てを行う全ての家庭

目的
子育て中の保護者などに仲間づくりや情報交換ができる地域子育て支援拠点の情報提供を行い、子育
て支援を推進することを目的とする。

関連計画

根拠法令

特
定
財
源



（２）コスト指標

指標名１ 参加人数１人あたりのフルコスト
単位

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
単年度計画値 132.103 212.1061 212.1061

単年度実績値 197.5271 130.26 159.3466 138.5272

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

(2) 総合評価

総合評価

(3)方向性評価(担当者)

(4) 方向性評価(施策担当者)

妥当性
B：比較的妥当

である
子育て関連情報等を提供することで、子育て支援の増進を図れてい
る。

なし

有効性
B：比較的有効

である
子育てひろばや子育て学習センター等でのイベントについて、保護
者が参加したいと思うものを選択する際の判断材料になっている。

なし

効率性
B：比較的効率

的である
子育て元気課が担当することで、他の子育て施策との調整・改善が
期待でき、効率的な情報提供が行えている。

なし

改革・改善プラ
ン達成度

C：改革改善効
果が低い

事業参加者が減少傾向にあるため、保護者等のニーズに応じて内
容の改善を図り、引き続き積極的な情報提供に努める。

あり

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

市の広報紙への折込みチラシとして、全世帯に配布することで幅広く
PRを行えている。また、令和５年度より相生市の公式LINEでも情報
を発信している。

なし

B

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見
引き続き事業を継続していくことで、子育て世帯の保護者の仲間作りや情報交換ができる場所
等の子育て関連情報を提供でき、子育て支援を促進する。

休止・廃止となったときの
影響

廃止となった場合、イベント情報を幅広く周知する手段がなくなり、子育て世帯の仲間作りの
きっかけが減少する。

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見 子育て家庭の支援を図るため、引き続き適切に子育て関連の情報提供等を実施していく。



                 事務事業評価シート 年度

１．基本情報
事業番号 030302020002 事務事業名 子育て学習活動推進事業

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 子育て支援サービスを充実する

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 終了年度 なし

事務事業類型 ソフト事業

条例・規則・要綱

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
正規職員数 0.1 0.03 0.27 0.18 0.18 0.0
会計年度任用職員数 1.55 1.55 1.55 1.65 1.65 0.0
人件費計 2,861,392 2,499,745 4,073,864 4,412,198 4,846,557 0

事業費計 693,313 716,376 892,207 744,336 764,000 0

フルコスト 3,554,705 3,216,121 4,966,071 5,156,534 5,610,557 0

（２）歳入 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
国庫支出金 230,000 259,000 310,000 0 0 0
県支出金 230,000 259,000 310,000 0 0 0
市債 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0

フルコスト－特定財源 3,094,705 2,698,121 4,346,071 5,156,534 5,610,557 0
事業費計－特定財源 233,313 198,376 272,207 744,336 764,000 0

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】利用人数
単位 人

指標数値のめざす方向 維持
年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

単年度計画値 8,000 7,212 6,948
単年度実績値 8,010 8,773 7,377 7,629

前年比 - 109.52% 84.08% 103.41% - -

単年度達成率 - - - 95.36% - -

6

実施の概要
就学前の乳幼児とその保護者を対象として、不安や悩みに対応し、家庭や地域の教育力を高めるた
め、子育て中の親子の交流等を促進し、相談活動、グループの育成、幼児教育学級等を開催する。

対象 子育て中の親子

目的
子育て中の保護者などの不安や悩みに対応し、家庭や地域の教育力を高めるとともに、相談業務を通
じ就学前児童の健全な育成が図られることを目的とする。

関連計画

根拠法令
相生市子育て学習センターに関する規則

特
定
財
源



（２）コスト指標

指標名１ 利用者１人あたりのフルコスト
単位 円／人

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
単年度計画値 644.5668 777.9474 0

単年度実績値 443.7834 366.5931 673.183 675.9122

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

(2) 総合評価

総合評価

(3)方向性評価(担当者)

(4) 方向性評価(施策担当者)

妥当性
B：比較的妥当

である

子育て環境の変化により、育児に関する悩みや不安を抱えた親は多
く、妊娠期でこれからの子育てに不安を抱えている親や就学前の親
にとって身近で気軽に相談できる場所として利用されている。

なし

有効性
B：比較的有効

である
地域子育て支援拠点として、親子の交流促進の場となり、育児等の
不安解消につながっている。

なし

効率性
B：比較的効率

的である
自主グループの育成や年齢に応じたグループ活動を行うことで、子
育て子育て家庭等の交流の場としての機能を発揮している。

なし

改革・改善プラ
ン達成度

B：比較的改革
改善効果がある

子育て講演会、講座及びグループ活動を通じて、家庭や地域の教育
力を高めている。

なし

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

子どもイベントカレンダーに子育て学習センターでのイベント情報等
を掲載し、市のホームページやLINE配信、市の広報紙の折込みチラ
シで啓発することにより、市内全域に適切に周知できている。

なし

A

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見
引き続き事業を継続していくことで、今後も子育て学習センターが地域子育て支援拠点として親
子の交流促進の場となり、子育て家庭の育児に関する不安解消を図る場所として定着し、子育
て支援を促進する。

休止・廃止となったときの
影響

子育て学習センターは、これまでも地域子育て支援拠点として、市の中心的な役割を果たして
おり、引き続き現在の体制を維持して実施していく。

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見
地域の子育て支援拠点として、市の中心的な役割を果たしており、引き続き現在の体制を維持
して実施していく。



                 事務事業評価シート 年度

１．基本情報
事業番号 030302020003 事務事業名 修学旅行援助事業

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 子育て支援サービスを充実する

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 終了年度 なし

事務事業類型 ソフト事業

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
正規職員数 0.01 0.01 0.01 0.03 0.12 0.12
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
人件費計 67,865 76,498 64,879 210,116 866,566 866,566

事業費計 91,000 147,000 91,000 98,000 245,000 245,000

フルコスト 158,865 223,498 155,879 308,116 1,111,566 1,111,566

（２）歳入 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
国庫支出金 0 0 0 0 0 0
県支出金 0 0 0 0 0 0
市債 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0

フルコスト－特定財源 158,865 223,498 155,879 308,116 1,111,566 1,111,566
事業費計－特定財源 91,000 147,000 91,000 98,000 245,000 245,000

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】支給割合
単位 ％

指標数値のめざす方向 維持
年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

単年度計画値 100 100 100
単年度実績値 100 100 100 100

前年比 - 100% 100% 100% - -

単年度達成率 - - - 100% - -

6

実施の概要
要保護、準要保護世帯に属する児童に修学旅行へ参加する機会を与え、児童の健全な育成と福祉の
向上を図るため、修学旅行準備費用を助成する。

対象
要保護、準要保護世帯に属する小学校６年生及び中学校３年生で、修学旅行に参加する児童の保護
者

目的
要保護、準要保護世帯に属する児童の修学旅行準備費用を助成することにより修学旅行に参加する機
会を与え、児童の健全な育成と福祉の向上を図る。

関連計画

根拠法令

特
定
財
源



（２）コスト指標

指標名１ 対象者１人あたりのフルコスト
単位 円／人

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
単年度計画値

単年度実績値 12,220

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

(2) 総合評価

総合評価

(3)方向性評価(担当者)

(4) 方向性評価(施策担当者)

妥当性
B：比較的妥当

である
一般世帯の児童との均衡を保ち、児童の健全な育成と福祉の向上
を図っている。

なし

有効性
B：比較的有効

である
現金給付により、児童の修学旅行の準備費用に充てることができ、
効果的である。

なし

効率性
B：比較的効率

的である
修学旅行日の数週間前に支給することで、準備に要する物品等の
購入に援助することができ、効果的である。

なし

改革・改善プラ
ン達成度

B：比較的改革
改善効果がある

対象児童が精神的な負担を負わず、修学旅行に参加できる。 なし

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

教育委員会より対象者の情報提供を受けることにより、対象者への
支給をもれなく実施出来ている。

なし

A

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見
要保護・準要保護世帯の児童が安心して修学旅行に参加できる環境を整えるため、現在の支
給額等を維持し、引き続き支援を実施していく。

休止・廃止となったときの
影響

廃止となった場合、要保護・準用保護世帯の児童が修学旅行に参加出来なくなる可能性が高
まり、児童の社会活動等への参加の疎外につながる。

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見 適切に対象者に支給ができており、引き続き現在の体制を維持して実施していく。



                 事務事業評価シート 年度

１．基本情報
事業番号 030302020005 事務事業名 子供の遊び場等設置補助事業

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 子育て支援サービスを充実する

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 終了年度 なし

事務事業類型 ソフト事業

条例・規則・要綱

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
正規職員数 0.01 0.01 0.03 0.02 0.01 0.0
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
人件費計 67,865 76,498 194,637 140,077 72,213 0

事業費計 59,950 0 38,599 0 0 0

フルコスト 127,815 76,498 233,236 140,077 72,213 0

（２）歳入 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
国庫支出金 0 0 0 0 0 0
県支出金 0 0 0 0 0 0
市債 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0

フルコスト－特定財源 127,815 76,498 233,236 140,077 72,213 0
事業費計－特定財源 59,950 0 38,599 0 0 0

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】補助件数
単位 件

指標数値のめざす方向 維持
年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

単年度計画値 1
単年度実績値 1 0 1 0

前年比 - - - - - -

単年度達成率 - - - - - -

6

実施の概要
子どもに遊び場を提供し、その健康を増進するとともに情操を豊かにし、さらに遊具による事故の防止を
図るために行う新設や修繕等に係る費用の一部を補助する。

対象 遊具等を管理する自治会や子供会、婦人会等

目的
子どもの遊び場の遊具等の新設や取り替え及び修理に要する費用の一部を補助することで、子どもの
遊び場づくりを促進し、子どもの健全な育成を図ることを目的とする。

関連計画

根拠法令
相生市子どもの遊び場設備費等補助金交付要綱

特
定
財
源



（２）コスト指標

指標名１ 補助件数１件あたりのフルコスト
単位 円／件

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
単年度計画値 140,077

単年度実績値 127,815 233,236

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

(2) 総合評価

総合評価

(3)方向性評価(担当者)

(4) 方向性評価(施策担当者)

妥当性
B：比較的妥当

である

自治会等が設置又は管理する遊び場への補助であり、子どもの健
全な遊び場や安全な遊具を提供するために補助を行うことは妥当で
ある。

なし

有効性
B：比較的有効

である
地域で子どもを育てるという観点からも、自治会等を対象に補助する
ことは有効である。

なし

効率性
B：比較的効率

的である
補助額は新設や取り替えに用した費用の１／２であり、適正である。 なし

改革・改善プラ
ン達成度

C：改革改善効
果が低い

少子化等の影響により、公園等の遊び場を利用する子どもの数が減
少しており、補助事業の利用実績も低調が続いている。

あり

透明性
C：透明性が低

い
利用実績が減少傾向にあるため、広報等によるPRを行い、今後も周
知を行っていく必要がある。

あり

B

方向性 Ｃ：改善・見直しの上で継続

所見
市が管理する都市公園において、改築・更新が進んでいることから、本事業の必要性を再検討
する必要があると考える。自治会等の管理する公園もあることから制度の周知を行い、子育て
家庭の身近な子どもの遊び場を確保するため、引き続き実施していく。

休止・廃止となったときの
影響

廃止となった場合、遊具等の入れ替え等が滞り、危険な状態のまま子どもが遊具を使用するリ
スクが発生し、子どもの健全な育成が阻害される恐れがある。

方向性 Ｅ：廃止

所見

令和３年度に相生市公園施設長寿命化計画が策定され、現在、市が管理する都市公園におい
て、安全対策を図りながら改築・更新が進んでおり、遊具をはじめ公園施設機能を保全し、計
画的な長寿命化対策を図り、ライフサイクルコストの削減を図っている。当該計画の推進により
本事業の子育て家庭の健全な遊び場や安全な遊具を提供するという目的が果たされているこ
とから本事業を廃止した。



                 事務事業評価シート 年度

１．基本情報
事業番号 030302020006 事務事業名 ファミリーサポートセンター事業

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 子育て支援サービスを充実する

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 終了年度 なし

事務事業類型 ソフト事業

法律・政令・省令,条例・規則・要綱

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
正規職員数 0.05 0.01 0.23 0.17 0.17 0.17
会計年度任用職員数 1.0 1.0 1.0 1.02 1.03 1.03
人件費計 1,747,545 1,541,175 2,990,367 3,138,859 3,441,640 3,441,640

事業費計 462,315 482,549 471,060 480,720 708,000 708,000

フルコスト 2,209,860 2,023,724 3,461,427 3,619,579 4,149,640 4,149,640

（２）歳入 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
国庫支出金 154,000 210,000 0 0 187,000 187,000
県支出金 154,000 210,000 0 187,000 187,000 187,000
市債 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0

フルコスト－特定財源 1,901,860 1,603,724 3,461,427 3,432,579 3,775,640 3,775,640
事業費計－特定財源 154,315 62,549 471,060 293,720 334,000 334,000

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】加入会員数
単位 人

指標数値のめざす方向 維持
年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

単年度計画値 600 600 600 590 590 590
単年度実績値 606 604 597 589

前年比 - 99.66% 98.84% 98.65% - -

単年度達成率 101% 100.66% 99.5% 99.83% - -

6

実施の概要
育児の手助けをしてほしい人（依頼会員）と育児の手助けができる人（提供会員）とが、相互援助活動を
行う会員組織であり、双方の仲介を行う。

対象 依頼会員と提供会員

目的
市内に住所を有する労働者等の仕事と育児の両立を支援するための環境を整備するとともに、地域の
子育て支援を行い、労働者等の福祉の増進及び児童の福祉の向上を図る。

関連計画

根拠法令 子ども・子育て支援法第59条第12項、児童福祉法第6条の3第14項、相生市ファミリー・サポート・セン
ター事業実施要綱

特
定
財
源



（２）コスト指標

指標名１ 活動件数１件あたりのフルコスト
単位 円／件

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
単年度計画値

単年度実績値 4,384 3,281 7,151 8,306

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

(2) 総合評価

総合評価

(3)方向性評価(担当者)

(4) 方向性評価(施策担当者)

妥当性
B：比較的妥当

である
仕事と育児を両立できる環境の整備及び地域子育て支援を行うこと
で、保護者等及び児童の福祉の増進を図れている。

なし

有効性
B：比較的有効

である

利用者（依頼会員）のニーズに応じた提供会員を確保し、仕事と育児
を両立するための相互援助活動の調整が行えている。 なし

効率性
B：比較的効率

的である
アドバイザーにより育児に関する活動の調整、仕事と育児を両立す
るための相互援助活動の調整が行えている。

なし

改革・改善プラ
ン達成度

C：改革改善効
果が低い

提供会員が減少傾向にあり、利用者ニーズに対応できなくなる可能
性があるため、提供会員の確保に努める。

あり

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

事業の概要については、市のホームページやLINE配信、市の広報
紙等を活用して周知を行えている。

なし

B

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見
引き続き事業を継続していくことで、子育て世帯の仕事と育児を両立できる環境の整備や地域
に支援者を増やし、保護者及び児童の福祉の増進を図る。

休止・廃止となったときの
影響

廃止となった場合、利用者（依頼会員）の仕事と育児を両立できる環境の整備に影響が生じ
る。

方向性 Ｂ：現状のまま継続

所見
仕事と育児を両立できる環境の整備や地域の子育て支援を行い、引き続き保護者等や児童の
福祉の増進を図る。



                 事務事業評価シート 年度

１．基本情報
事業番号 030302020008 事務事業名 子育て応援券交付事業

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 子育て支援サービスを充実する

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 平成23年度 終了年度 なし

事務事業類型 ソフト事業

条例・規則・要綱

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
正規職員数 0.02 0.03 0.04 0.02 0.01 0.0
会計年度任用職員数 0.11 0.15 0.15 0.15 0.15 0.0
人件費計 290,634 449,197 484,238 426,577 394,641 0

事業費計 1,523,370 1,861,260 2,242,670 1,547,530 2,008,000 0

フルコスト 1,814,004 2,310,457 2,726,908 1,974,107 2,402,641 0

（２）歳入 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
国庫支出金 0 0 0 0 0 0
県支出金 0 0 0 0 0 0
市債 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0

フルコスト－特定財源 1,814,004 2,310,457 2,726,908 1,974,107 2,402,641 0
事業費計－特定財源 1,523,370 1,861,260 2,242,670 1,547,530 2,008,000 0

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】利用率
単位 ％

指標数値のめざす方向 維持
年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

単年度計画値 50 50 50
単年度実績値 40 57 82.1 53.7

前年比 - 142.5% 144.03% 65.4% - -

単年度達成率 - - - 107.4% - -

6

実施の概要
子どもが３歳に達するまでの間、有料の子育て支援サービスに利用できる子育て応援券２万円分を交
付する。

対象 新たに子どもが生まれた家庭又は３歳までの子どもを有して転入してきた家庭

目的
有料の子育て支援サービスに利用できる子育て応援券を発行し、サービスを利用しやすくすることで、
子育て家庭の不安解消や子育て負担の軽減を図るとともに、家庭や地域の子育て力を向上することを
目的とする。

関連計画

根拠法令
相生子育て応援券交付事業実施要綱

特
定
財
源



（２）コスト指標

指標名１ 利用者１人あたりのフルコスト
単位 円／人

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
単年度計画値

単年度実績値 20,868

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

(2) 総合評価

総合評価

(3)方向性評価(担当者)

(4) 方向性評価(施策担当者)

妥当性
B：比較的妥当

である
応援券を交付することで有料の子育て支援サービスが利用しやすく
なる。

なし

有効性
B：比較的有効

である
予防接種率の向上に寄与している一方、それ以外のサービスへの
利用実績が低いため、事業内容を見直す必要がある。

あり

効率性
C：効率性が低

い
紙の応援券による交付であり、利用方法や実績確認において手間
がかかる。

あり

改革・改善プラ
ン達成度

C：改革改善効
果が低い

利用数が減少傾向であり、サービスの向上への改善効果も減少傾
向と考えられ、見直しが必要である。 あり

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

申請漏れがないよう対象者を抽出し、未申請者へ個別に案内する等
の対応を行い、速やかに交付できている。

なし

B

方向性 Ｅ：廃止

所見
子育て家庭への支援にさらにつなげていくため事業の在り方を検討した結果、令和６年度で応
援券を廃止

休止・廃止となったときの
影響

方向性 Ｅ：廃止

所見
より子育て家庭の支援につながる事業にするため、令和７年度より妊婦のための支援給付金と
して支給し、おむつ等の育児用品にも使用できるように本事業を廃止した。



                 事務事業評価シート 年度

１．基本情報
事業番号 030302020009 事務事業名 出産祝金支給事業

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 子育て支援サービスを充実する

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 平成23年度 終了年度 なし

事務事業類型 ソフト事業

条例・規則・要綱

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
正規職員数 0.21 0.31 0.12 0.02 0.01 0.0
会計年度任用職員数 0.11 0.13 0.13 0.13 0.15 0.0
人件費計 1,580,079 2,561,869 973,308 388,377 394,641 0

事業費計 9,712,990 13,403,000 12,092,944 7,692,980 2,753,000 0

フルコスト 11,293,069 15,964,869 13,066,252 8,081,357 3,147,641 0

（２）歳入 単位：人、円　

実績値 計画値

令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 令和8年度
国庫支出金 0 0 0 0 0 0
県支出金 0 0 0 0 0 0
市債 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0

フルコスト－特定財源 11,293,069 15,964,869 13,066,252 8,081,357 3,147,641 0
事業費計－特定財源 9,712,990 13,403,000 12,092,944 7,692,980 2,753,000 0

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】支給割合
単位 ％

指標数値のめざす方向 維持
年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

単年度計画値 100 100 100
単年度実績値 100 100 100 100

前年比 - 100% 100% 100% - -

単年度達成率 - - - 100% - -

6

実施の概要
出産祝として祝金１万円を支給する（１号祝金）。また、出生児が出生時に第３子以降の場合で、次年度
以降も継続して市内に在住の場合は１０万円を３年間支給する（２号祝金）。

対象 子どもの出生時に市内に住民票を有し、出生児と同居かつ監護している者

目的 出産のお祝いと子育てにかかる費用の軽減を図ることを目的とする。

関連計画

根拠法令
相生市出産祝金支給要綱

特
定
財
源



（２）コスト指標

指標名１ 対象者１人あたりのフルコスト
単位 円／人

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
単年度計画値 80,813.57 31,476.41 0

単年度実績値 112,930.69 159,648.69 130,662.52 80,813.57

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

(2) 総合評価

総合評価

(3)方向性評価(担当者)

(4) 方向性評価(施策担当者)

妥当性
B：比較的妥当

である
出産・育児に係る費用負担に配慮するものであり、子育てしやすい
環境整備を図れる。

なし

有効性
B：比較的有効

である
子育てしやすい環境整備を図ることにより、若年人口の増加と定住
を促進につながる。

なし

効率性
B：比較的効率

的である

出生時の他の子育て施策の申請状況等の調整・把握ができ、効率
的であるが、妊婦のための給付金等との一本化等執行方法につい
て検討する必要がある。

あり

改革・改善プラ
ン達成度

B：比較的改革
改善効果がある

２号祝金の対象者について、転出者が少なく、定住施策としての効
果は認められる。

あり

透明性
A：透明性が高

い
１号祝金、２号祝金とも対象者の抽出を行い、全ての対象者に支給
できている。

なし

A

方向性 Ｅ：廃止

所見
子育て家庭の支援をさらにつなげる事業とするため、妊婦のための給付金へ上乗せする方式
に見直し

休止・廃止となったときの
影響

方向性 Ｅ：廃止

所見
より子育て家庭の支援につながる事業にするため、令和７年度より妊婦のための支援給付金と
して支給し、おむつ等の育児用品にも使用できるように本事業を廃止した。


